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研究成果の概要（和文）：日本全国約800地点の森林土壌断面調査試料の酸性シュウ酸塩可溶アルミニウム濃度と石礫
率から、日本の森林域における土壌への火山灰混入程度を評価した。日本の森林は約2割が火山灰土壌に覆われ、約6割
が多少なりとも火山灰の混入した土壌であることが明らかとなった。火山灰混入程度が高い土壌は火山近傍に分布し、
火山近傍以外では平坦地形面に多かった。火山灰混入程度が強いほど土壌炭素蓄積量が大きく、土壌炭素蓄積の広域分
布には火山灰混入の影響が大きいことが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：The addition of volcanic ash to forest soil was evaluated by the concentration of 
Al extracted by acid oxalate and the gravel content in soil samples collected in ca.800 plots all over Jap
an. Twenty percent of forest soils were estimated to be volcanic ash soil and 60% of those were considered
 to be somewhat contained volcanic ash. The volcanic ash addition rate was high in the soils which were di
stributed in the area near volcanoes, while the soils having highly volcanic ash were only distributed on 
the flat or moderate slope in remote area from volcanoes. It was observed that the forest soils, having hi
gher volcanic ash, showed higher carbon stock. We concluded that the addition of volcanic ash enhanced the
 carbon content in Japanese forest soils.
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１．研究開始当初の背景 
森林土壌は陸域生態系において巨大な炭
素プールとして機能している。日本において
も森林に対する炭素吸収源としての機能の
高度発揮が期待されている。日本では林野庁
の「森林吸収源インベントリ情報整備事業」
において 2006 年からの 5 カ年計画で土壌炭
素蓄積量インベントリの整備が進められ、土
壌炭素蓄積の全国的な分布傾向が明らかに
なってきた。その分布を決定する要因を明ら
かにすることは、炭素蓄積を人為的にコント
ロールしていく上で重要な知見を与える可
能性が高い。 
日本のような火山国では、火山灰を起源と
する活性アルミニウムが、土壌の有機物保持
に大きく関わっており、火山灰付加程度が大
きい土壌ほど炭素蓄積量が多い。活性アルミ
ニウムと結合した土壌有機物は、分解が抑制
され100年～1000年オーダーで土壌中に保持
される。従って、火山灰付加程度の大きい土
壌では、難分解性有機物の蓄積割合の高いこ
とが予想される。このことから、温暖化等の
環境変化や施業などの森林管理により変動
する土壌炭素の大きさは、火山灰付加程度の
大きい土壌ほど小さくなると推測される。ま
た、有機物は大きな塩基交換容量を持つこと
から、火山灰付加による有機物の集積は良好
な養分環境の形成に関与していると考えら
れる。 
しかし、これまでの森林土壌の調査では、
土壌への火山灰付加程度はもとより、土壌が
火山灰を母材としているかどうかさえ明示
的に表すことは行われていない。これは、こ
れまで森林に求められていた木材生産の目
的においては土壌の水分環境の違いが重要
であり、火山灰付加程度の違いに着目する必
要がなかったためである。そのため、森林土
壌において火山灰の付加程度を評価する手
法の開発は遅れていた。 
 
２．研究の目的 
 研究代表者らが提唱する土壌中の遊離ア
ルミニウム濃度と石礫率を指標として簡便
に土壌への火山灰付加程度を評価する手法
を全国において採取された土壌に適用する
ことで、土壌への火山灰付加程度の全国分布
を明らかにする。これにより、土壌への火山
灰付加程度の炭素蓄積量分布との関係解明
を可能とし、どのような条件下において土壌
の炭素蓄積が火山灰付加程度によって支配
され、また、火山灰付加程度以外の要因が支
配要因となるのかが明らかになる。 
 
３．研究の方法 
（１）試料 
林野庁「森林吸収源インベントリ情報整備
事業」（2006－2010 年度）において、日本全
国を4㎞×4㎞に区切った格子点約2500地点
で炭素蓄積量調査が行われ、その 3分の 1の
地点において代表土壌断面として深さ１ｍ

の試抗を作成し、層位別土壌試料が採取され
ている。この約 800 地点の代表土壌断面試料
を用いた。 
 
（２）分析 
酸性シュウ酸塩可溶アルミニウム（Alo）、
鉄（Feo）およびシリカ（Sio）の測定方法は
次のとおりである。風乾細土 1g に酸性シュ
ウ酸塩溶液 50ml を加えて、暗条件にて 4 時
間振とう後に、高速遠心により得た上清液を
ろ過し、ろ液中のアルミニウムおよびシリカ
濃度を誘導結合型プラズマ発光分析装置に
より定量。 
ピロリン酸可溶アルミニウム（Alp）の測
定方法は次のとおりである。風乾細土 0.5ｇ
にピロリン酸溶液 50ml を加えて、16 時間振
とう後に、高速遠心により上清液を得てこれ
を孔径 0.2μm のメンブレンフィルターでろ
過し、ろ液中のアルミニウム濃度を誘導結合
型プラズマ発光分析装置により定量。 
 
（３）火山灰付加程度の推定 
火山灰混入程度に応じた土壌区分は Imaya 
et al.(2010)の方法に準拠し、以下の 4つに
区分した。 
・高 Alo 礫なし型：深さ１ｍまでの A層およ
び B 層に Alo≧20 gkg-1の層位をもち、かつ
断面下部および C 層を除いて石礫率が 5％以
上の層位を持たないもの 
・高 Alo 礫あり型：上記以外の土壌で、深さ
１ｍまでの A 層および B 層に Alo≧20 gkg-1

の層位をもつもの 
・低 Alo 型：上記以外の土壌で、深さ１ｍま
でのA層およびB層のすべての層位でAlo＜4 
gkg-1を示すもの 
・中 Alo 型：上記以外の土壌 
火山灰混入程度は、高Alo礫なし型≧高Alo
礫あり型＞中Alo型＞低Alo型であり、高Alo
礫なし型および高Alo礫あり型は火山灰土壌、
中 Alo 型は火山灰の混入が認められるもの、
低Alo型は火山灰の混入がほぼないものに相
当する。 
 
４．研究成果 
（１）各抽出画分の森林土壌断面での状況 
試料全体における酸性シュウ酸塩可溶の
各画分濃度（n=3320、最小～最大（平均±SD））
は、Al が 0.26～85.84 (11.16±13.48) g kg-1、
Fe が 0.26～75.14 (7.88±5.71) g kg-1、Si
が 0.01～47.92 (3.08±6.32) g kg-1であっ
た。ピロリン酸可溶 Al 濃度（n=3321、最小
～最大（平均±SD））は、0.10～45.41 (6.08
±4.76) g kg-1であった。 
層位毎における酸性シュウ酸塩可溶の各
画分濃度は、A 層では、Al が 0.69～69.16 
(10.15±10.69) g kg-1、Fe が 0.63～56.37 
(7.84±5.15) g kg-1、Si が 0.01～31.45 (2.27
±4.53) g kg-1（n=994、最小～最大（平均±
SD））であった。B層では、Al が 0.53～85.84 
(11.45±14.76) g kg-1、Fe が 0.26～38.86 



(8.00±5.79) g kg-1、Si が 0.01～47.92 (3.41
±7.12) g kg-1（n=1207、最小～最大（平均
±SD））であった。ピロリン酸可溶の各画分
Al 濃度は、A 層では 0.25～30.64 (6.80±
4.54) g kg-1（n=995、最小～最大（平均±SD））、
B 層では 0.23～39.90 (5.40±4.34) g kg-1

（n=1207、最小～最大（平均±SD））であっ
た。 
Alo 濃度および Sio 濃度については、ある
程度の濃度（Alo で 10gkg-1程度）の層位を持
つ土壌断面では、最表層が次表層より低い濃
度を示し、また、下層ほど濃度が高くなるも
のが多かった。一方、これらより低い濃度域
の層位しか持たない土壌断面では最表層に
おいて最も高い濃度を示すものが多かった。 
 
（２）火山灰付加程度による区分 
断面としてデータが揃っている821断面に
ついて、Alo 濃度と石礫率を用いた Imaya et 
al.(2010)の火山灰付加程度による土壌区分
を適用した。火山灰混入程度が低いかほぼな
いと考えられる低Alo型土壌に区分されたも
のは180断面で全体の約22％であった。一方、
火山灰土壌あるいは火山灰混入程度が高い
と考えられる高 Alo礫なし型および高 Alo礫
あり型に区分された土壌は177断面で全体の
約 22％であった。また、残りの約 57％の土
壌は中 Alo 型に区分されており、これらには
火山灰の混入が少なからずあるものと考え
られた。従って、日本の森林土壌の約８割に
おいてはなんらかの火山灰の影響を受けて
いるということが示された。 
国際的に用いられる土壌分類体系である
World Reference Base for Soil Resources 
(WRB)※では、火山灰を母材とする土壌はア
ンドソル群として他の地質母材に由来する
土壌と区別されている。Alo+0.5Feo の値が
20.0 gkg-1以上であることがアンディック特
徴の一つの条件となっており、アンドソル群
の土壌は地表から 100cm 以内に積算で 30cm
以上の厚さでアンディック特徴を満たすこ
とが条件となっている。本研究の試料におい
ては Alo+0.5Feo の値は 0.5～103.6 gkg-1の
範囲にあり、その平均は 15.1 gkg-1であった。
216断面が厚さ30cm以上のアンディック層を
もっており、そのうち 178 断面がアンドソル
の要件を満たしていた。 
※世界土壌科学連合（IUSS）、国際土壌照合
情報センター（ISRIC）、および国連食糧農業
機関（FAO）が編集・提案した国際的な土壌
分類体系 
 
（３）火山灰付加程度の分布傾向 
火山灰混入程度が高い高 Alo 型土壌は、北
海道南東部、東北地方東部、関東地方、九州
地方中南部に比較的まとまって分布してい
た（図 1）。 
高 Alo 礫なし型および高 Alo礫あり型土壌
は、他の区分の土壌よりも斜面傾斜が緩い地
点に多く分布していた。一方、低 Alo 型土壌 

 
 
図１ 火山灰付加程度による土壌区分 
 
 
は、年平均気温が高く、標高の低い地点に多
く分布していた。 
また、高い Alo 濃度の層位を持つ土壌区分
ほど火山との距離が小さく、低 Alo 型土壌が
平均 91.9±66.8km であるのに対し、高 Al 礫
なし型土壌では平均 38.9±33.2km と約４割
の距離しかなかった。火山から 50km 圏内に
は、高 Alo 礫なし型土壌の 70％、高 Alo 礫あ
り型の 76％が分布し、低 Alo 型土壌の分布は
35％に留まった。一方、火山から 100km 圏外
には、高 Alo 礫なし型土壌の 5％、高 Alo 礫
あり型土壌の 7％しか存在していなかった。
これに対して低Alo型土壌は37％が100km圏
外に分布していた。 
以上より、火山灰の給源となる火山に近く、
また、降下火山灰が安定的に存在できる緩傾
斜地において、火山灰付加程度の大きい土壌
が多く分布することが明らかとなった。また、
火山から離れた地点においては平坦面に Alo
濃度が高い地点が多いことが明らかになっ
た。一方、年平均気温が高く、標高の低い地
点で火山灰付加がほぼみられない土壌が多
かった。その理由は、これらの地点では人為
による利用圧が高く土壌の侵食が大きいた
め火山灰が残らなかったことも一因として
考えられる。 
 
（４）炭素蓄積量との関係 
 土壌区分毎の炭素蓄積量は、0-30cm 深、0-
１ｍ深とも高 Alo礫なし型＞高 Alo礫あり型
＞中 Alo 型＞低 Alo 型の傾向を示しており、
火山灰混入程度の高い土壌区分ほど炭素蓄
積量が大きい傾向がみられた（図 2）。このよ
うに日本の森林土壌の炭素蓄積には、土壌へ
の火山灰の混入が大きく関与していること
が示唆された。これは土壌に混入した火山灰



の風化によってアルミニウムが遊離され、そ
のアルミニウムが土壌有機物と有機-無機複
合体を形成することで、炭素が土壌に安定的
に蓄えられるためと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２ 土壌区分毎の炭素蓄積量 

 
 
表層 0～30cm の Alp 濃度と炭素含量には正
の相関がみられた（図 3）。これは有機無機複
合体の形成と炭素蓄積の密接な関係を示唆
しており、日本の森林土壌においては、土壌
に付加された火山灰から供給されるアルミ
ニウムが土壌炭素蓄積に及ぼす影響が大き
いことが明らかとなった。 
 

図３ Alp 濃度と炭素濃度の関係 
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